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会社概要

1999年9月に横浜の住宅街にある小さな町工場として、当時珍しかった3Dプリンター装
置1台で製造業に参入した当社は2006年に、鋳造事業を営んでいた有限会社エス・ケー・
イーと合併し、我々の強みであるデジタル技術に、アナログ技術の代表である鋳造を組み
合わせることで、「品質」と「スピード」を兼ねそなえた、次世代の鋳造事業を実現しま
した。

2017年には、鋳造事業の中で行われた産業用CTによる検査工程を切り出し、CT事業とし
てサービス化し、試作・製造・検査という一貫したバリューチェーンを有する、お客様の
課題を解決するパートナー企業として厚い信頼を獲得できるまでに至りました。

2019年、新たな経営理念として「MADE BY JMC」を掲げ、ブランドの一新を行いまし
た。この経営理念には、「JMC」という強固なブランドを日本の製造業の中に確立し、

製造業のスタイルを自分たちが変えていくという、強い想いが込められています。
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業績推移
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工場紹介
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事業紹介
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事業紹介

※3Dプリンター出力事業の一部
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事業フロー
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セグメント別売上高 ※左図は内部取引を含む



11

※株式会社帝国データバンクのＴＤＢ産業分類表の中分類から当社作成

産業別売上高比率
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取引実績 産業分類
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3Dプリンター分野のリーディングカンパニーとして、

造形の可能性や新市場の開拓を常に追求

3Dプリンター黎明期から事業を開始。お客様のご依頼に最適な工法の提案と最短納期実現
のために、蓄積されたノウハウを惜しみなく反映

工業部品の試作・量産に特化したハイエンド3Dプリンターを中心の設備保有
（光造形機：9台 粉末焼結造形機：1台 インクジェット式造形機：2台等）

3Dスキャンによるデータ化、試作プロセスに応じて鋳造品の提案などをワンストップサー
ビスで実現

オーダーメイド医療モデル作製サービスでは、多様な材料への対応により人間の臓器形状
を忠実に再現。カテーテルや内視鏡などの手技トレーニングキットの制作も可能

3Dプリンター出力事業における当社の優位性
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3DiH発足 3Dプリンティングに携わる3社（当社・八十島プロシード株式会社・原田車両設計株式会社）

による協業プロジェクト「3D innovation Hub」を発足（2021年9月）
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3Dプリンター出力事業 ー 医療用シミュレーターの開発 ー

心臓カテーテル治療トレーニングシステム「HEARTROID」の販売
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サービス内容
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鋳造事業における当社の優位性
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鋳造事業における当社の優位性（短納期を実現する製造工程）
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砂型鋳造による試作・小ロット量産
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砂型3Dプリンター
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充実した生産設備



25

品質保証
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JMCの鋳造事業
一貫したデジタル技術の導入に
よって業界では異例の平均年齢

29.9歳

*2021年12月末時点

42.9歳

鋳造事業従事者の
平均年齢

従業員の年齢構成

職人技術を汎用化（デジタル化）することで人材の有効活用を実現

鋳造事業における当社の優位性（人員構成）
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産業用CTスキャンサービス
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全ての領域をカバーするサービス体制
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装置・ソフトウェア販売と受託サービスの相乗効果

受託サービスにより顧客の需要動向を敏感に察知することで、装置・ソフト

ウェアの効果的な販促活動を実施。また販売によって得たノウハウを受託

サービスにも還元することで相乗効果を生む。
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事業環境



(出典)文部科学省 科学技術・学術政策研究所、「科学技術指標2020」を基に、当社が加工・作成。
国内製造業の研究開発費の推移

研究開発費は高水準を維持

国内製造業の研究開発費について
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3Dプリンティング市場

日本国内ではものづくり現場への導入が進んでいないため、需要喚起が最優先課題

3DiHによる需要喚起（ウェビナー等）と、当社事業（Additive Manufacturing・樹脂

試作）を通じて、ものづくり現場への導入メリットの訴求を進める
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生産台数が減少する一方、アルミニウム鋳造部品は急増

出所 ： （社）日本アルミニウム協会調べ

自動車1台当たりのアルミ使用量は30年で4倍に増加

自動車産業は環境問題、安全問題への対応から、車体の軽量化が進展。
自動車部品については、①材料の高強度化、②鋳造技術改善による薄肉化、③鋳鉄からアルミニウム、④構造の見直しによる部品一体
化（複雑一体部品の鋳造技術）等の変化が進んでいる。

アルミニウム鋳造市場
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出所: 経済産業省 工業統計表

非鉄金属鋳物の供給者の減少により、当社の需要獲得機会は増加

非鉄鋳造市場

※海外と競合するのは主に大量生産品であるため、当社の競合としては国内業者を想定
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今後の成長戦略
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2021年12月期 業績推移ハイライト

単位：百万円 2020年12月期 2021年12月期 増減額 増減率

売上高 2,458 2,416 △ 42 △ 1.7%

売上総利益 568 877 308 54.3%

売上総利益率 23.1% 36.3% - 13.2P

販売費及び一般管理費 789 775 △ 13 △ 1.7%

営業利益又は営業損失 △ 220 102 322 -

営業利益又は営業損失率 △ 9.0% 4.2% - 13.2P

経常利益又は経常損失 △ 206 153 360 -

経常利益又は経常損失率 △ 8.4% 6.4% - 14.8P

当期純利益又は当期純損失 △ 173 114 287 -

主力の鋳造事業が持ち直し、黒字化を達成
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2021年12月期 業績推移ハイライト

第４四半期会計期間（2021年10月～12月）で業績挽回達成

～これらの状況を踏まえて2022年2月1日に業績見通しの修正を実施

事 業 対 象 第３四半期まで 第４四半期

3Dプリンター
出力事業

試作造形

HEARTROID

医療モデル

移動制限に対しWEB営業を展開

海外で購入判断のスピードが鈍化

美容整形分野のニーズ発掘が進む

積極的なWEB営業で潜在的な需要を発掘

的を絞った海外出張で購入判断促進

鋳造事業
輸送機器関連

FA関連

試作案件の低迷・凍結が相次ぐ

生産効率改善の検討～着手

常に顧客視点の営業活動を重視し受注獲得

生産効率改善により需要増に対応

CT事業
マーケティング

装置販売

新規・休眠顧客にサービス訴求 新規・休眠顧客からのスキャン受注増加

柔軟な提案活動により当社CT装置売却を実施
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2021年12月期 総括
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2021年12月期 総括
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2021年12月期 総括
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2021年12月期 総括
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営業利益 増減分析



47

今後の設備投資計画



48

3Dプリンター技術と鋳造技術の融合の推進

短納期化とコストダウンを追求

砂型鋳造で使われる木型を介さず、3Dプリンターでの鋳型を作成する砂型鋳造法の推進

スキャンした物体の形状から3次元CADデータを得ることで、設計過程を効率化

自社保有の産業用CTスキャナ活用提案の推進
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オーダーメイド

医 療

少量しか作らない

航空宇宙

量産からパターンオーダー

自動車・バイク・産業機器・家電など

市場の状況

多品種小ロット（高付加価値）案件の増加で受注機会の増加が見込まれる

大量生産・大量消費ニーズの終焉
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2022年12月期のテーマ
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2022年12月期見通し

単位：百万円 2021年12月期 2022年12月期 増減額 増減率

売上高 2,416 3,000
584 24.2%

営業利益 102 273
170 167.2%

営業利益率 4.2% 9.1%
- 4.9P

経常利益 153 258
105 68.5%

経常利益率 6.3% 8.6%
- 2.3P

当期純利益 114 171
57 50.1%

※実際の業績等は、さまざまな要因の変化等によりこれらの見通しと異なる場合があります。

※2022年12月期より「収益認識に関する会計基準」を適用。



52

2022年12月期 セグメント別見通し

単位：百万円

売上高 セグメント利益又は損失

2021年
12月期

2022年
12月期

増減額 増減率
2021年
12月期

2022年
12月期

増減額 増減率

3D

プリンター
出力事業

512 585
73 14.4％

98 138
39 40.3％

鋳造事業 1,532 2,056

523 34.1％

203 337

134 66.2％

CT事業 449 418
△ 30 △ 6.8％

240 251
9 3.8％

その他
（内部取引）

△ 77 △ 60

△ 17 △ 22.1％

△ 440 △ 454

13 3.2％

※実際の業績等は、さまざまな要因の変化等によりこれらの見通しと異なる場合があります。

※2022年12月期より「収益認識に関する会計基準」を適用。
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セグメント別売上高比率の見通し



54

2022年12月期の取り組み
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2022年12月期の取り組み
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2022年12月期の取り組み
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① 市場環境について
当社は、工業製品の新製品開発における試作品、少量量産品及び量産用部品の作製を行っております。各メーカーにはそれぞれの開発サイク

ルがあり、特に自動車メーカーにおける開発予算の圧縮、開発スケジュールの変更やモデルチェンジサイクルの変化等の影響を受ける可能性が
あります。このため当社では、特定の分野、顧客に偏ることのない事業ポートフォリオの構築を進め、業界や市場の動向に合わせた社内組織再
編など事業の選択と集中を行い、影響の緩和に努めております。

② 試作開発環境について
試作開発はメーカーごとに手法が異なり、試作品での検証を繰り返す手法もあれば、試作品を作製せずCADソフト上のみで検証を行う試作

品レスの手法もあります。今後、試作品レスの手法が主流となった場合、試作品作製のニーズが低減する可能性があります。このため当社では、
受注案件を試作開発のみに限定することなく、少量量産領域まで拡張し、高品質な製品をスピーディーに顧客に納入することで満足度を高める
ための設備・人員を備えております。

③ 3Dプリンターへの需要拡大について
近年の3Dプリンターに対する需要拡大は、主に消費者向けの低価格3Dプリンターの出現により生まれた現象であります。低価格3Dプリン

ターで作製できるモデルの品質は限定的であること、また機械の運用よりも作製するモデルの3次元CADデータ作成の難易度が高いことから、
この需要の拡大が継続しないことが想定され、当社においても、受注案件の減少に繋がる可能性があります。このため当社では、ハイエンド樹
脂3Dプリンターの導入により、さらに高品質、高精度及び短納期を追求するとともに、工業分野のみならず、医療、教育及び芸術など幅広い
市場、業種に3Dプリンター製品の需要喚起を進めております。

④ 特定分野への依存について
当社は、受注比率が高い輸送用機器分野の景気が悪化した場合、受注量及び受注金額の減少に伴い、当社の事業、経営成績及び財政状態に影

響が及ぶ可能性があります。このため当社では、特定の分野・顧客に偏ることなく、複数顧客との取引に加え、FA（ファクトリーオートメー
ション）など、将来需要の増加が見込まれる分野での量産用鋳造部品の受注によりリスク分散を図っております。

⑤ 試作品の顧客内製化と競合企業について
当社は、 3Dプリンター、鋳造工法による試作品、少量量産品及び量産用部品の作製を事業領域としておりますが、特に3Dプリンターの分野

では、装置の価格低下や選択肢の拡大に伴って、従来顧客であった企業が試作品製造を社内で行うために装置購入に踏み切る動きがみられる一
方で、いまだ多くの企業が3Dプリンターへの事業展開を進めております。今後、より一層の試作品製造の顧客内製化や競合企業が増加した場
合、当社の事業、経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。このため当社では、サービス業のサービスレベルで高品質な製品を提
供することと、特定分野での同業他社との協業体制構築、さらには出力サービスのみならず装置販売・原材料樹脂販売といった3Dプリンター
のトータルサポート企業として競合企業との十分な差別化が図れるよう、事業を推進しております。

※上記以外のリスクについては有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照ください。

事業等のリスク
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将来の見通しに関する注意事項

本発表において提供される資料並びに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking statements）

を含みます。

これらは、現在における見込み、予測及びリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記
述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んでおります。

それらリスクや不確実性には、一般的な業界並びに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な
国内及び国際的な経済状況が含まれます。

次回の本開示は2023年3月を予定しております。




